
1
健康であると感じている人の
割合

70.7%
（2012年度）

― 79.0% ― 83.1% 75% 達成

健康に関するイベントや教室、講演会などを継続して
実施しました。また、健（検）診や予防接種はもとより、
高度な医療が受けられる地域医療体制の整備と、か
かりつけ制による身近な医療や相談体制について啓
発を行いました。

健康推進課

2 1日に30分以上歩く人の割合
49.8%

（2015年度）
― 50.6% ― 61.3% 54% 達成

コロナ禍で外出の機会が減少していたと考えられます
が、運動のきっかけとなる教室等は規模を縮小して継
続して実施しました。また、健康の道によるウォーキン
グの普及や健康マイレージなど、個人で取り組める健
康づくりについて啓発しました。

健康推進課

3 BMIが標準の人の割合
68.5%

（2014年度）
65.4% 65.6% 65.2% - 73% 未達成（後退）

成人の朝食欠食の割合が増加するなど食習慣の悪化
が一つの要因と考えられます。対策として、食育メイト
の養成や特定保健指導の受診勧奨を実施していま
す。
また、外出の機会が減少していたと考えられますが、
運動のきっかけとなる教室等は規模を縮小して継続し
て実施しました。

健康推進課

4
成人の週1回以上のスポーツ
実施率

45.1%
（2015年度）

― 48.0% ― 69.5% 52% 達成

国及び県が実施した基礎調査を参照し、アンケートの
表記を変更しました。「スポーツ・運動」の定義をわか
りやすく表現したことにより、アンケート結果が向上し
た要因と考えられます。

スポーツ課

5
市主催スポーツ事業参加者数
（単年度）

87,672人
（2014年度）

45,416人 40,740人 62,052人 ― 115,000人 未達成（後退）

安城シティマラソン、デンパーク駅伝ともに３年ぶりに
開催し、安全安心な大会運営によって多くの市民に気
軽にスポーツに取り組める機会を提供することができ
ました。
一方で、新型コロナウイルス感染症の影響により、参
加者数等が減少していることが未達成の主な理由で
あると考えています。

スポーツ課

6
市スポーツ施設利用者数
（単年度）

1,137,343人
（2014年度）

868,346人 1,190,365人 1,262,482人 ― 1,500,000人 未達成（向上）

和泉公園運動広場の改修工事やコロナ禍の影響もあ
り、未達成となったと考えています。
各スポーツ施設において、整備による利用制限が少
なくなるように施設の適切な管理に努め、利用者が安
全・安心に利用できるような運営を行ってまいります。

スポーツ課
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7

固定価格買取制度における市
内の再生可能エネルギー発
電容量（ｋW）

48,939kW
(2018年度)

54,106kW 56,225kW 60,126kW ― 66,000ｋW 未達成（向上）

スマートハウス普及促進補助金制度により、市内にお
ける再生可能エネルギーの生産家庭を増やすことで、
同時に固定価格買取制度における発電容量の増加を
図ってまいりました。
固定価格買取制度における市内の再生可能エネル
ギー発電容量は年々増加しておりますが、固定価格
買取期間終了により、売電から蓄電池等を使用した自
家消費に切り替えを行う人が多く見られたと考えられ
るため、目標値未達成となっております。

環境都市推進課

8
１人１日あたりのごみ排出量
（ｇ）

915ｇ
(2018年度)

907g 903g 902g ― 890ｇ 未達成（向上）

市民、事業者の自主的なごみの排出抑制を促す様々
な啓発活動や個別事業を実施し、2022年度からは食
品ロス対策として、フードシェアリングサービスの運用
を開始しました。
１人１日当たりのごみの排出量は減少傾向にあります
が、新型コロナウイルス感染症の流行に伴う生活様式
の変化により、家庭で過ごす時間が増えたことによる
ごみが増加したことが未達成の要因と考えられます。
ごみそのものを減らす取組について、一層推進する必
要があると考えています。

ごみ資源循環課

9 住環境に対する満足度
32%

（2015年度）
― 56.2% ― 63.5% 40% 達成

多世代住宅補助金など住宅に関する各種補助制度や
周辺環境に影響を及ぼす空き家への対策などの取組
を実施しました。

建築課

10 公園の更新数（累計） ―

長寿命化
27箇所
ﾘﾆｭｰｱﾙ
3箇所

長寿命化
27箇所
ﾘﾆｭｰｱﾙ
3箇所

長寿命化
30箇所

リニューアル
3箇所

長寿命化
35箇所

リニューアル
5箇所

長寿命化
29箇所
ﾘﾆｭｰｱﾙ
7箇所

未達成（向上）

公園リニューアルについては、新型コロナウイルス感
染症の影響を受けて計画の見直しを行い、2021年度、
2022年度に整備を行わなかったため、未達成となりま
した。

公園緑地課

11
適切に管理されていない戸建
住宅の空き家件数（累計）

82件
（2014年度）

89件 82件 78件 ─
80件

（策定時32件）
達成

空き家除却費補助金や空き家対策の実施（危険な空
き家に対する法的措置、適切に管理されていない空き
家への助言等）を行いました。
また、空家等対策計画を改定する予定です。（2024年
3月予定）

建築課

12
犯罪発生件数
（単年）

1,717件
（2015年）

851件 885件 1043件 - 1,540件 達成

防犯教室や防犯講話、キャンペーンなどのソフト事業
の実施、防犯カメラや防犯灯の整備といったハード事
業を行ってきたことにより、犯罪発生件数を減少するこ
とができたと考えています。

市民安全課

13
人身事故発生件数
（単年）

1,069件
（2015年）

522件 515件 606件 - 960件 達成

交通安全教室や交通安全講話、キャンペーンなどの
啓発活動の実施、自転車用ヘルメットの補助金や過
去には高齢者を対象とする急加速抑制装置の補助事
業を行ってきたことにより、交通事故件数を減少するこ
とができたと考えています。
また、自動車に装備される安全装置の充実も大きな要
因になったと考えられます。

市民安全課

14

消費生活における問題を相談
できる体制が整っていると思う
人の割合

14.5%
（2015年度）

― 25.1% ― 27.4% 50% 未達成（向上）

年間を通して、広報あんじょうや市公式LINEなどの
SNS等を活用し、消費生活相談に関する内容を周知し
ていますが、当事者意識としての認知が高まってきて
いないことが原因のひとつと推測されます。

商工課

環境

環境
Ｐ49

都市基盤
（住環境）

P51

生活安全
P53
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担当課備考目標値の達成状況分野 項目
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15
公共交通機関に対する満足
度

49.4%
（2015年度）

― 48.9% ― 52.0% 58% 未達成（向上）
あんくるバスやあんくるタクシーの継続運行、路線バス
に対する支援、駅舎の整備やバリアフリー化等に取り
組みました。

都市計画課

16 都市計画道路整備率
 81.4%

（2014年度）
83.9% 84.1% 84.5% ― 85.4% 未達成（向上）

土地区画整理区域内の道路について、用地取得の遅
れにより整備に遅れが生じましたが、2024年度には達
成予定です。

都市計画課

17 公共交通機関利用率
9.7%

（2011年度）
― ― ― ― 11% 数値なし

2021年度に実施予定の中京都市圏パーソントリップ調
査が、新型コロナウイルス感染症の影響により2022年
度に延期して実施されました。その結果が現時点で公
表されていないため、数値の算出ができません。

都市計画課

環境

都市基盤
（交通）

P55

3 / 8 ページ
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18 農地の利用権などの設定率
52%

（2014年度）
62.8% 64.5% 65.3% ― 66% 未達成（向上） 農地中間管理事業による農地の利用集積・集約が図

られており、最終年度には達成する見込みです。 農務課

19
地元農産物を意識して購入す
る人の割合

21.9%
（2014年度）

25.4% 25.0% 31.0% ― 26% 達成
まちなか産直市や食堂での地産地消イベント、食育推
進団体の活動とともに、広報やSNSなどを利用した新
たなPR活動を実施しました。

農務課

20
都市計画法における地区計画
（工業団地）の面積

49.8ha
（2014年度）

67.2ha 67.2ha 67.2ha 67.2ha 69.8ha 未達成（向上） 開発区域を一部変更したことにより、目標値（計画面
積）を下回っています。 商工課

21
中心市街地歩行者通行量（平
日）

3,366人
（2014年度）

3,047人 3,278人 3,949人 - 4,100人 未達成（向上）

2023年10月調査予定です。
新型コロナ感染症拡大に伴う外出自粛等の影響によ
り通行量が減少していたが回復をみせ、増加傾向に
あります。

商工課

22
創業者数
（単年度）

81人
（2013年度）

262人 237人 220人 - 190人 達成
ワンストップ相談や、各種補助事業、創業支援融資、
創業スクールの実施により目標を達成できたと考えて
います。

商工課

観光
P61

23
観光施設やイベントにおける
観光入込客数（単年度）

227万人
（2014年度）

132万人 163万人 208万人 - 300万人 未達成（後退）

新型コロナ感染症拡大の影響により、安城七夕まつり
をはじめとする各種イベントの中止や規模縮小等によ
り観光入込客数が減少していますが、回復傾向にあり
ます。

商工課

24
中心市街地拠点施設「アン
フォーレ」入館者数（単年度）

― 668,951人 878,167人 966,702人 ― 100万人 未達成（向上）

感染対策等の徹底によりイベントが開催できるように
なり、落ち込んでいた数値は徐々に回復しているもの
の、目標値を達成することができませんでした。今後
も、満足度の高いイベントの開催と情報提供の充実に
努め、入館者数の増加を図ってまいります。

アンフォーレ課

25
市街化区域内における土地区
画整理事業による整備率

47.7%
（2014年度）

47.9% 47.9% 47.9% ― 50.3% 未達成（向上）
土地区画整理事業について、用地取得の遅れなどに
より、予定どおり事業を完了することができなかったた
め、未達成となっています。

都市計画課

26 DID区域内人口（累計）
119,934人

（2010年度）
― 129,121人 ― ― 130,000人 未達成（向上）

5年毎に実施する国勢調査及び都市計画基礎調査よ
り算出する数値であるため、2022年度と2023年度は数
値がありません。

都市計画課

経済

農業
P57

商工業
P59

都市基盤
（市街地）

P63
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実績
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27
防災・減災対策に対する満足
度

53.3%
（2015年度）

― 66.4% ― 67.8% 60% 達成

　総合防災訓練、減災まちづくり研究会、民間企業と
の災害協定の締結等により産官学民の連携強化を推
進することができました。また、防災イベントやまちか
ど講座の実施による防災減災への意識啓発に加え、
自主防災リーダーの育成や自主防災組織への活動支
援等を通じて地域防災力の向上を図ることができまし
た。

危機管理課

28 住宅の耐震化率
83%

（2014年度）
87.3% 87.8% 88.2% ─ 95% 未達成（向上）

対象となる住宅への戸別訪問や、まちかど講
座、無料耐震相談会を実施しました。今後は
ダイレクトメールを送付するなどさらなる啓発
を行い、耐震化の促進に努めます。

建築課

29
雨水貯留施設の貯水容量（累
計）

37,078㎥
（2014年度）

81,470㎥ 82,700㎥ 83,730㎥ ─ 87,200㎥ 未達成（向上）

市が整備する調整池や、施設整備に伴う貯留施設で
は、目標とする貯水容量を確保できましたが、民間開
発や一般家庭における貯留施設の設置が想定を下回
る結果となりました。

土木課

30 水道管の耐震化率
33％

（2018年度）
35.5% 36.3% 37.3 ─ 39% 未達成（向上）

毎年度、相当数の翌年度繰り越し工事が発生してお
り、それら工事の耐震化率への反映が翌年度になっ
てしまうため、当初設定した年度目標値より低く推移
する傾向にあります。

水道工務課

31
地域見守り活動の実施町内
福祉委員会数（累計）

48委員会
（2014年度）

76委員会 76委員会 76委員会 76委員会
全町内福祉

委員会
達成

支援を必要とする人のニーズや困りごとに対応できる
よう、2023年4月1日現在も引き続き、全76町内福祉委
員会で地域見守り活動を実施しています。

社会福祉課

32
地域包括支援センターの設置
数（累計）

―
地域2箇所
（2014年度）

基幹1箇所
地域8箇所

基幹1箇所
地域8箇所

基幹1箇所
地域8箇所

―
基幹1箇所
地域8箇所

達成
各中学校区毎に地域包括支援センターを設置、高齢
福祉課を基幹として連携し、地域包括ケアシステムを
構築しました。

高齢福祉課

33
地域ケア個別会議の開催回
数（単年度）

26回
(2014年度)

234回 194回 198回 ― 240回 未達成（向上）
目標値を下回っていますが、各地区の実態に合わせ
て個別会議を開催し、課題の抽出を行い、課題解決に
向けて取り組みました。

高齢福祉課

きずな

防災・減災
P65

地域福祉
P67
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担当課備考目標値の達成状況分野 項目

通
し
番
号

指　標
実績

（2021年度）
実績

（2020年度）
実績

（2022年度）
目標値

（2023年度）
策定時の値

実績
（2023年度）

34
障害者への福祉が充実してい
ると感じている人の割合

30.2%
（2015年度）

― 37.5% ― 41.2% 35% 達成

2022年12月に実施しました障害者対象のアンケートで
は、障害福祉サービス等を受給している方の内、その
サービスへの満足度は満足、少し満足を合わせて
61.8％ありました。障害福祉サービス等が質量ともに
充実している中で、その認知が高まっている結果と思
われます。

障害福祉課

35
地域生活支援拠点等の設置
数（累計）

― １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 １箇所 達成
2017年度に地域生活支援拠点等を面的に整備しまし
た。その後も拠点を構成する事業所と年数回会合を持
ち、その充実に努めています。

障害福祉課

36

住民主体の生活支援サービ
ス実施団体数及びサロン等の
通いの場数（累計）

生活支援サービ
ス実施団体数

5
通いの場数

144
（2018年度）

生活支援サービ
ス実施団体数

10
通いの場数

193

生活支援サービ
ス実施団体数

11
通いの場数

195

生活支援サー
ビス実施団体

数
12

通いの場数
207

―

生活支援サービ
ス実施団体数

10
通いの場数

154

達成

補助制度の継続に加え、生活支援コーディネーターと
連携して住民主体のサロン活動を支援することで、通
いの場の充実を図り高齢者の生きがいづくりを促進し
ました。

高齢福祉課

37 生涯学習に対する満足度
53.8%

（2015年度）
― 65.0% ― 66.8% 62% 達成

新型コロナウイルス感染症対策として、講座の受講定
員を半数としたり、公民館まつりなどのブースを厳選し
実施するなど、事業を中止しない対策をするとともに、
オンライン講座などの新たな取組を実施したことによ
り、満足度が高まったと考えられます。

生涯学習課

38
生涯学習講座・教室の受講者
数（単年度）

12,224人
（2013年度）

4,141人 6,230人 6,926人 ― 14,800人 未達成（後退）

新型コロナウイルス感染症対策として、受講定員を半
数とするなどの対策をしながら、講座・教室を実施しま
したが、高齢者教室やシルバーカレッジなど、コロナ禍
前と比較し、受講者数が戻っていない講座もありま
す。講座内容やＰＲ方法の見直しなど、多様で魅力あ
る学習機会の提供に努め、受講者数の増加を目指し
てまいります。

生涯学習課

39
市民１人あたりの図書年間貸
出冊数（単年度）

10.1冊
（2014年度）

8.4冊 10.4冊 10.0冊 ― 12冊 未達成（後退）

新型コロナウイルス感染症により落ち込んだ図書
情報館入館者数は、前年度よりも増加したもの
の、ピーク時の数値まで回復が至っていない状況
であること、情報収集にインターネットが活用さ
れることなどの影響から、図書の貸出冊数が伸び
悩んでいます。今後も、おすすめ図書の紹介、魅
力的な事業の実施、情報発信の充実などにより、
数値の向上に努めてまいります。

アンフォーレ課

40
図書館等の実利用者数（単年
度）

30,392人
（2014年度）

25,372人 27,803人 28,191人 ― 36,000人 未達成（後退）

新型コロナウイルス感染症により落ち込んだ図書
情報館入館者数は、前年度よりも増加したもの
の、ピーク時の数値まで回復が至っていない状況
から、図書館等の実利用者数が伸び悩んだ。今後
も、おすすめ図書の紹介、魅力的な事業の実施、
情報発信の充実などにより、数値の向上に努めて
まいります。

アンフォーレ課

きずな

社会保障
P69

きずな

生涯学習
P71
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担当課備考目標値の達成状況分野 項目

通
し
番
号

指　標
実績

（2021年度）
実績

（2020年度）
実績

（2022年度）
目標値

（2023年度）
策定時の値

実績
（2023年度）

41
歴史・文化に愛着や誇りを感
じる人の割合

38.3%
（2015年度）

― 42.9% ― 43.5% 46% 未達成（向上）

各施策が市民の愛着や誇りといった感情を醸成する
には時間を要するが、ようやく向上の兆しが見えてき
たと考えています。
歴史博物館展示事業　5回・39,356人、文化財啓発事
業（出前講座）44回・3,410人、市民ギャラリー企画展
事業・芸術文化事業　27,340人

文化振興課

42

文化財関係事業参加者数及
び歴史博物館入館者数
（単年度）

64,201人
（2014年度）

58,732人 70,415人 143,745人 ― 70,000人 達成

2022年度は、歴史博物館の特別展「怖～い浮世絵」
（15,447人）、「家康と一向一揆」（10,785人）が多数の
入館者を記録し、総数を引き上げています。
新型コロナウイルス感染症の影響は相当軽減された
と考えられます。。

文化振興課

43

文化芸術関係事業参加者数
及び市民ギャラリー入館者数
（単年度）

74,699人
（2014年度）

75,997人 67,752人 82，686人 ― 88,000人 未達成（向上）

2022年度は、芸術鑑賞会事業（吹フェス）が教員の働
き方改革による廃止とともに、新型コロナウイルス感
染症による影響が特にホールでの事業に残り、回復
傾向にあるものの、コロナ前の状態には回復しなかっ
たと考えています。

文化振興課

44
市民参加・市民活動支援に対
する満足度

25.9%
（2015年度）

― 32.3% ― 36.2% 38% 未達成（向上）

市民参加と協働に関する周知・啓発を行い、市民活動
団体の活動拠点となる市民交流センターの充実及び
市民活動補助金の交付等の財政的支援を行いまし
た。

市民協働課

45
コミュニティ活動推進施策に対
する満足度

41.1%
（2015年度）

― 48.5% ― 51.8% 47% 達成

地域の連帯感の醸成や良好なコミュニケーションの形
成を図るための町内会活動に対し補助を行いました。
また、町内会活動の拠点である、町内公民館施設の
安全性と利便性の確保のため、施設整備に対し補助
を行い、地域活動の円滑化を支援しました。

市民協働課

46
市民活動センター登録団体数
（単年度）

327団体
（2015年度）

449団体 451団体 445団体 441団体 430団体 達成
コロナ禍で活動自粛していた団体が、活動を再開せず
に登録解除となったケースが増えたため、団体数が減
少しています。

市民協働課

きずな

文化・芸術
P73

参加と協働
P75
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担当課備考目標値の達成状況分野 項目

通
し
番
号

指　標
実績

（2021年度）
実績

（2020年度）
実績

（2022年度）
目標値

（2023年度）
策定時の値

実績
（2023年度）

47 児童クラブの学年拡大
小学1～3年生

21校
（2015年度）

6年生までを
9校で実施

6年生までを
11校で実施

6年生までを
20校で実施

6年生までを
21校で実施

小学1～6年生
21校

達成
児童クラブ（2021年錦町児童クラブ、2022年東部・桜
井児童クラブ）の新設をはじめ施設整備及び児童クラ
ブで働く放課後児童支援員の人員確保ができたため。

子育て支援課

48
ひとり親家庭福祉に対する満
足度

28.0%
（2015年度）

― 30.7% ― 31.0% 32% 未達成（向上）

アンケート結果では、「わからない」と回答した人が半
数を超えていました。ウェブサイト及びひとり親家庭に
関するチラシを活用して情報発信したが、周知不足と
なっています。

子育て支援課

49
授業は楽しくわかりやすいと
答える児童生徒の割合

各学校
80％以上

（2014年度）
85.0% 85.4% 85.4% ―

各学校
90%以上

未達成（向上）

目標未達成となっておりますが、各校では、個別最適
な学びと協働的な学びの往還を意識した「主体的・対
話的で深い学び」の実現に向けた授業実践に取り組
んでいます。

学校教育課

50

タブレット端末などICT（情報通
信技術）機器の学び合いでの
活用状況

― 4.00回／月 ― 62回／月 74回／月
1学級あたり

10回/月
達成

策定当時（2020年度）は、パソコンの活用状況につい
て目標値を策定していました。2021年度より一人一台
タブレット端末が配置されたことにより、実績と目標値
が乖離しています。

学校教育課

こども

子育て
P77

学校教育
P79
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